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説論
アメリカ合衆国における二重の危険の
　　　　　　　　発展過程（4）
小　島 淳
一　はじめに
二　第一期の二重の危険（修正第5条成立から1903年まで）
　　1．法学者の見解
　　2．連邦最高裁判決（1824－1902）　　　　　　　　（以上77巻第1号）
　　3．検討
三　第二期の二重の危険（1904年Kepner以降1957年前期まで）
　　1．連邦最高裁判決（1904－1957（前期））
　　　（1）検察官上訴と二重の危険～　（6）各州の刑事手続と二重の危険
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上77巻第2号）
　　　（7）二重主権論と二重の危険
　　　（8）同一手続における二重処罰の禁止
　　　（9）刑事手続（処分〉・非刑事手続（処分）相互の関係における
　　　　　二重の危険
　　2．検討
四　第三期の二重の危険（1957年後期以降）
　　1．連邦最高裁判決
　　　（1）二重の危険の目的
　　　（2）「危険」の意義
　　　（3）州の手続と二重の危険　　　　　　　　　　　（以上77巻第4号）
　　　（4）危険発生時期
　　　（5）手続打切り後の再訴追と二重の危険（1）
　　　　一Mistrialによる手続打切りの場合一
　　　（6）手続打切り後の再訴追と二重の危険（II）
　　　　一Dismissalによる手続打切りの場合一
　　　（7〉無罪判決後の再訴追と二重の危険
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　　　　　（8）有罪判決後の再訴追と二重の危険（1）
　　　　　　　一上級審における有罪破棄一
　　　　　　　i．Green　v．United　States（1957）
　　　　　　ii．United　States　v、Tateo（1964）
　　　　　2．検討
　　　五　若干の考察
　　　六　結びにかえて
（以上本号）
四　第三期の二重の危険（1957年以降）
　　　　　　　一continued一
1．連邦最高裁判決一continued一
　（4）危険発生時期
　この時期においては、特に手続打切り後の再訴追が問題となった事案に
おいて、初めの危険が発生（付着attach）する時期について判示されるの
　　　　　　　　　　　　　　（3娼a）が通例となった。また、上記B翻碗により州手続への二重危険条項の適
用が認められたのを承け、それまで各州において区々であった二重の危険
に関する諸々の要件が統一されることとなった。その結果、危険の発生時
期に関する連邦ルールが修正第14条を通じて州にも適用される（ほど修正
第5条の保障の中で重要なものである）かという争点が提示されることとな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（349）った。ここでは、S6廊S及びβ蹴Zを紹介する。
　　　　　　　　　　　　（350）i　Serfass　v．United　States（1975）
（i）判示事項
　危険発生時期に関する連邦ルール
（ii）判示〔Burger長官執筆による法廷意見より〕
　「憲法上の様々な目的やpolicyが刑事手続上のどの時点から関係して
くるかを『危険の発生』という概念を用いて定義づけることが、二重危険
条項による禁止の主張された事案に対する判断をしやすくするために有用
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であることを裁判所は認めてきた。……陪審裁判の事案においては、危険
が発生するのは、陪審の選定および宣誓が終わったとき（when　the　jury　is
impaneledandswom）である。……非陪審裁判の事案においては、危険が
発生するのは、裁判所が証拠調べに入ったとき（when　the　court　begins　to
hear　evidence）である……当裁判所は、これまで一貫して、被告人が『陪
審・裁判官の別を問わず、事実審理者（trieroffacts）の面前における事
実審理にさらされる』までは危険は発生しないという見解に立ってきて
（351）
いる。……『危険がすでに発生しているという結論によって、二重危険条
項が再審理を阻止するか否かに関する探究が終わるわけではなく、むしろ
始まるのである』……（これは、）『危険が発生する』時点より前に、『修
正第5条の保障を支えている憲法上の様々なpolicy』が関係してくるこ
　　　　　　　　　　　　　　（352）とはないという考えを暗に示している。……『被告人が有罪であるか無罪
であるかという問題を審理する権利を有する』審理者の面前において手続
が開始されるよりも前に二重危険条項が作用し始めることはないというこ
とは、二重危険条項の歴史によっても、その文言によっても証明されてい
る。……有罪と決定されるリスクがなければ危険は発生しない。したがっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（謂）て、上訴であれさらなる訴追であれ二重の危険となるわけではない。」
　　　　　　（罎）ii　　Crist　v．Bretz　（1978）
（i）事案の概要
　L．R。Bretzら（以下Xら）は重窃盗、詐欺、証拠偽造等の事実につき、
略式起訴され、モンタナ州裁判所で審理を受けることとなったが、陪審選
任・宣誓後の時点でXらが右略式起訴の暇疵を指摘したのを承け、検察
官は、最初の証人の宣誓前の時点において、右略式起訴の当該箇所の訂正
を申し立てた。裁判所は、この申立を却下した上、詐欺の点について公訴
を棄却した。検察官はこの点に対する上訴が棄却されたのを承け、事実審
裁判所に公訴全体の棄却を申し立てた。右裁判所がこれを認容し、公訴を
棄却した後、検察官が前の略式起訴と同一の重窃盗及び詐欺の事実で起訴
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しなおしたところ、Xらは連邦憲法及び州憲法の二重危険条項違反等を
理由に公訴棄却を申し立てたが、裁判所はこれを却下した。さらに、同じ
理由でのモンタナ州最高裁への人身保護令状申立も、州法上は危険発生時
期が最初の証人の宣誓の時点とされているとの理由で却下された。二度目
の略式起訴に基づき有罪とされたXらは、連邦地方裁判所（モンタナ地
区）に対し、連邦憲法修正第5条、修正第14条違反等を主張して人身保護
令状を請求したが、却下された。そこで、さらに控訴したところ、連邦控
訴裁判所（第9巡回区）は、陪審の選定・宣誓によって危険が発生すると
いう連邦ルールが憲法上の保障の必要不可欠な構成部分であり、修正第14
条を通じて州に対する関係でも拘束力を有するとして、Xらの主張を認
めた。これに対し、州側が上告したところ、連邦最高裁判所は、弁論、さ
らに再弁論を経たうえで、以下のように述べ、原審の判断を維持した。
（ii）争点
　修正第5条の二重危険条項につき、陪審裁判においては陪審の選任・宣
誓をもうて危険が発生するものとする連邦ルールが、修正第14条のデュー
プロセス条項を通じてモンタナ州の手続にも適用されるか
（iii）判決〔Stewart裁判官執筆による法廷意見より〕
　「（再弁論で暗に前提とされていたのは、）仮に『陪審裁判においては陪審
が宣誓を終えた時点で危険が発生する』というルールが『憲法によって命
じられている』のであれば、当該ルールはモンタナ州に対しても拘束力を
有するということである……そこで、唯一の決定的な間題は、この連邦ル
ールが憲法上の保障の必要不可欠な構成部分であるかどうかという問題と
（355）
なる。……陪審の選定・宣誓の終了によって危険が発生すると考える理由
は、被告人の、いったん選定された陪審を保持する利益を守る必要がある
点に存する。……（この利益は、いわゆる）被告人の『特定の裁判体によ
って事実審理を完結してもらう貴重な権利』である。……（この権利は、）
二重の危険から守られるという憲法上の保障の枠内にある。なぜなら、こ
の『権利』こそが、陪審の選定・宣誓が終了した時点で危険が発生すると
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する連邦ルールの基礎となっているものだからである。……（モンタナ州
が主張するように、このルールが恣意的に選定された便宜的なルールに過ぎな
いのであれば、）憲法上は、陪審及び非陪審裁判の間に一貫性をもたらすた
めにも、最初の証人の宣誓の時点まで危険が発生しないと結論付けること
にも理由があることとなろう。それどころか、憲法上の問題を惹起するこ
となく、危険発生の時点をいくらか前後にずらすことができると結論付け
うることにもなろう。
　しかし、陪審裁判においていつ危険が発生するかという点に関する連邦
ルールは、連邦憲法上の確定的な構成部分であるだけではない。これは、
選定された陪審を保持するという被告人の利益を反映し、かつこれを守る
ルールなのである。このように根拠付けられた連邦ルールが、単に二重の
危険の関心の周辺部分（periphery）に属するものであると考えることはで
きない。これらの関心一裁判の終局性、刑事公判という心痛を伴う体験に
さらされ困惑させられる機会を最少限にくいとめること、いったん選定さ
れた陪審で審理を続け（させ）る貴重な権利一が結合することによって、
陪審裁判においては陪審の選定・宣誓が終了した時点で危険が発生すると
いう連邦ルールが形成されているのである。……陪審の選定・宣誓が終了
した時点で危険が発生するという連邦ルールは、二重の危険から守られる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3弱）という憲法上の保障の必要不可欠な構成部分である。」
　　　　　　　（誌7〉　　（3認）
　（5）手続打切り後の再訴追と二重の危険（1）
　　一Mistrialによる手続打切りの場合一
　　　　　（359）　　　　　　　　　　　　　　　　　（360）　これまでP舵2基準の焼き直しに終始してきた審理無効による手続打切
り後の再訴追の場面においても、二重の危険は新たな展開を見せる。ここ
では特に」90ω％〃z、ノ∂7％、So〃z6z∂♂IJ6、PJ％漉、撚hJ％9加、κ6κ％θみ
　　　　（361）
を紹介したい。
　88　早法78巻1号（2002）
　　　　　　　　　　　（362〉i　Downum　v．United　States（1963）
（i〉事案の概要
　Raymond　Downum（以下X）は、郵便物からの小切手の窃盗、右窃取
小切手の偽造・行使の事実で起訴され、連邦地方裁判所（テキサス西部地
区）で審理を受けた。検察官は、陪審の選任・宣誓が終了した後、検察側
立証の鍵となる証人（key　witness）をその時点でまだ発見できていなかっ
たことを理由に裁判所に対して陪審の解散を請求した。裁判所はXの異
議申立を認容せず陪審を解散した。その二日後、新たな陪審が構成され、
審理の末、Xに対する有罪判決が言渡された。これに対し、Xが連邦控
訴裁判所（第5巡回区）に控訴したところ、控訴審は第一審の陪審解散は
裁量権の濫用にあたらないなどとしてこれを棄却した。そこで、Xがさ
らに上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき二重危
険条項違反を認め原判決を破棄した。（Clark裁判官執筆の反対意見あり〉
（ii〉争点
　被告人の異議にもかかわらず、検察側の重要証人の未発見を理由として
職権により陪審が解散された後、同一の犯罪につき被告人を新たな陪審に
より審理することは二重危険条項違反となるか
（iii）判決〔Douglas裁判官執筆による法廷意見より〕
　「被告人を審理し、裁判を下すために召喚された特定の裁判体によって
審理を完結してもらう被告人の貴重な権利も、公益に道を譲らなければな
らない場合がある一すなわち、そう（陪審を解散）すべき重大な（imperi－
ous）必要性が認められる場合である。・…・・危険が発生する場合の例とし
て掲げられるのは、被告人を有罪とするためにより有利な機会を訴追者に
与える目的で連続訴追を認めたり審理無効を宣告したりして被告人に苦痛
を与えるような場合である。……しかし、このような極限事例によってこ
の保障の限界が定まるわけではない。評決前に陪審を解散する裁量権は
Story裁判官の言葉で表現するならば『異常かつ際立った（striking）事
情の下でのみ』行使されるべきである。なぜなら二重危険条項は『二度処
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罰されることではなく、二度危険に置かれること』を禁止しているからで
ある。……当裁判所は、証人の欠席という事実が『審理の打切りを正当化
することはありえない』と述べることを拒否する。一つ一つの事案はそれ
ぞれその事実に従って解決しなければならない。ただ、本件の記録に照ら
　　　　　（鵬）すと、Co解εzoで述べられたところが本件にも妥当する原則であると考え
られる。……『実のところ、訴追側の証人が出廷しているかどうかを確認
せずに陪審を選任したことにより、検察官は賭けに出たのである。証人達
がその時その場所に出頭することを誓約していたという事実に鑑みれば、
彼らの欠席が裁判の延期を正当化することはありえたにせよ、ここで提示
されている問題は、正義の促進のために事実審裁判所が健全なる裁量権を
行使する際の問題とは全く異なるのである。ここで提示されている状況
は、単純に検察官が有罪とするに足る証拠を持たずに審理に取り掛かった
というだけのものである。これは本件を前の危険に関するルールの適用外
に置くものではない。検察官が陪審選任の直後に証拠が不十分であること
に気付いた場合と、証人の一部ないし全部を取り調べた後にそれに気付い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3餌）（365）た場合とで、適用される原則に違いはないのである。』」
［Clark裁判官執筆一Harlan、Stewart、White裁判官同調一の反対意見
より］
　「私が見る限り、争点となるのは、陪審の宣誓前に証人の出廷の有無を
確認しなかったという検察官の行為が、上告人の諸権利を剥奪し、実体審
理なくして無罪評決を上告人に付与するほどに重大なものであったかどう
かである。本件事実のもとでは、上告人がそうした権利の剥奪を受けたわ
けではないのは明らかである。……「公的正義の目的」は、……害のない
検察官の手落ちを理由に犯罪者が放免されることを要請しているのではな
く、検察官が国民を代表して主張を提示する十分な（fair）機会を有し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3酪）その結果実体判断を獲得することを要請していると私は考える。」
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　　　　　　　　　　（367）ii　Unitea　States　v．Jorn　（1971）
（i）事案の概要
　Milton　C．Jom（以下X）は、故意に所得税申告書の偽造を幣助したと
の事実で（大陪審を経ずに）起訴され、連邦地方裁判所（ユタ地区）で審理
を受けた。裁判所は、検察側証人一所得税申告書偽造者（正犯）であると
されている複数の納税者一が内国歳入庁の職員との初めの面会（initial
contact）の際に自己負罪拒否特権について適切に告知を受けていなかっ
た、したがってまず弁護人と相談させる必要があるとの理由で、Xの同
意も得ることなく、職権により陪審を解散し、審理無効を宣告した。その
後の再審理に際し、裁判所はXの二重の危険の申立を認容して、公訴を
棄却した。これに対し、検察側が連邦最高裁判所に対して直接上訴をなし
たところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき再審理が二重危険
条項に違反するとして原判決を維持した。
（ii）争点
　裁判官の誤った判断により、かつ被告人の申立・同意を経ることなく職
権で審理無効が宣告された後、同一の犯罪につき被告人を再度審理するこ
とは二重危険条項に違反するか
（iii）判決〔Harlan裁判官執筆による相対多数（plurality）意見より〕
　「合衆国憲法修正第5条が被告人を『二度危険に』置くことを禁止する
ことによって表現しているのは、連邦刑事手続における一被告人に利益な
一終局性という憲法上のpolicyである。個人を同一の犯罪で繰り返し訴
追する権限を国家に認めるならば、刑事裁判の運営のために憲法が確立し
た手続的保障の枠組みは切り崩されてしまうだろう。そして、社会全体
が、刑事裁判のもたらす一人一人の被告人にとっての重大な個人的苦痛を
警戒していることは、刑罰法規の実現という極めて重大な利益を守るため
に刑事訴訟を遂行する機会を国家が一度だけに限定しているところに現れ
　（3銘）
ている。……（ただ、刑事裁判というものが非常に運営困難なものであること
も事実であり、被告人の同意なくして陪審が解散された場合には常に再訴追が
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禁止されるとする機械的なルールを打ち立てることは、行き過ぎであろう）
　一かくして、審理の開始により『危険が発生する』との結論は、手続上
の当該段階において修正第5条の保障を支える憲法上のpolicyが関係し
てくるということを表現している。ただ、被告人の同意なくして当初の手
続が打切られた場合に、どのような状況があれば再審理が禁止されるかと
　　　　　（369）いう問題は残る。……（二重危険条項は、有罪破棄後の再訴追の場合に見ら
れるように、いついかなる場合にも国家側が一回の手続で法の執行という公益
を実現しなければならないことまでは要求していない。このような場合に再審
理が許容されるのは、）被告人の二重の危険による利益一それがどのように
定義されようとも一が、常に検察・裁判所による有害な…暇疵を伴わない一
回の手続を被告人に保障するような形でその意思決定のための資源を投入
することを社会に強いるまでにはいたらないからである。しかし、もう一
つ明らかなことは、上訴が成功した後被告人が同一の犯罪について再訴追
され得るとしても、それにより必然的に二重の危険のpolicyが防止して
いるのが検察ないし裁判所の行き過ぎ（overreaching）だけであるという
ことにはならないということである。……（有罪破棄後の再訴追の場合と異
なり、職権による審理無効宣告の場合には、）被告人は『特定の裁判体によっ
て審理を完結してもらう貴重な権利』を剥奪されている。……（これが
『貴重』なのは、）裁判官や検察官の害意の行為の脅威とは関係なく、審理
無効の宣告の正当な理由となると考えられる状況が生じた場合には、被告
人は陪審にそのまま事件を委ねるべきかどうかを決定する重大な利益があ
るからである。それ故に、検察官ないし裁判官による行き過ぎに起因せず
に一定の状況が生じ、被告人が審理無効の申立をした場合には、通常は再
訴追への障壁は取り払われたものと考えられる。右申立が検察官ないし裁
判官の毅疵によって必要とされるにいたった場合でもこの結論に変わりは
ない。一方、そのような申立が被告人によってなされていない場合には、
　（370）
，彪鷹の明白な必要性の法理が事実審裁判官に以下のことを命ずる。すな
わち、司法裁量権の周到な行使の結果、手続の継続が公的正義の目的の実
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現に役立たないという結論にいたらない限り、被告人の選択の余地を奪っ
　　　　　　　　　　　　　　　　（371）てはならないということを命ずるのである。……（刑事裁判においては、
各当事者の代理人は、不完全性の支配する領域に身を置くものであって、）問題
の原因が何であったか、あるいは誰の利益のためにその判断がなされたか
を基準とする画一的なルールは、この領域においては、検察及び被告人の
相互に競合する利益を害することになる。事実審裁判官は、検察側の手続
継続に向けた準備が欠如している場合には、二重危険条項及び迅速裁判条
項を支えるpolicyが直接関係してくることを認めねばならない。……ま
た、社会がその必要もないのに被告人を繰り返し訴追する意思を有してい
ないことを被告人が逆に悪用してしまう潜在的危険をも心に留めておかね
ばならない。ただ、結局は、裁判官は、被告人が自己（の運命）に有利に
構成されていると信じている可能性のある裁判体の評決によって社会との
対峙を完全に終結させうるということが、被告人にとっていかに重要であ
るかを考慮することによって、審理を打切るかどうかの判断を常に調整
（temper）しなければならないのである。・・一（本件の記録を見る限り、事
実審裁判官は裁量権を濫用したものといわなければならず、したがって、被上
　　　　　　　　　　　　　　（372）告人の再訴追は二重危険条項に違反する。）」
　　　　　　　　　（373）iii皿inois　v．Somerville（1973）
（i）事案の概要
　Donald　Somerville（以下X）は、窃盗等の事実で起訴され、イリノイ
州裁判所において審理を受けた。裁判所は、イリノイ州法によれば起訴に
決定的な暇疵があることを理由に、検察側の申立に基づき、かつX側の
異議をいれずに審理無効を宣告した。その後Xは同裁判所においてあら
ためて審理を受け、同一の犯罪につき有罪とされたため、人身保護令状を
求めて連邦地方裁判所（イリノイ北部地区）に訴え出たが、右裁判所はこ
の訴えを却下した。そこで、Xがさらに連邦控訴裁判所（第7巡回区）に
上訴したところ、これが認められた。そこで、検察側が上告したところ、
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連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき再審理が二重危険条項違反と
はならないとして原判決を破棄した。
（ii）争点
　起訴状の決定的な蝦疵を理由として検察官の申立に基づき審理無効が宣
告された後、被告人を同一の犯罪につき再び審理することが二重危険条項
に違反するか
（iii）判決〔Rehnquist裁判官執筆による法廷意見より〕
　「（事実審裁判官の裁量権の行使を審査するにあたり、当裁判所は、当該事件
において審理無効宣告が明白な必要性または公的正義の目的によって命ぜられ
たものであるかどうかに注目してきた。）刑事訴追をきっちり一無罪であれ
有罪であれ一評決にまで到達させるという公益が、常にその実現を阻害す
るような画一的なルールの構築ないし適用によって放棄される必要はな
い。『公的正義の目的』……ないし『正当な判決にいたることが想定され
ている公正な裁判という公益』などと表現されているこの概念は、当裁判
　　　　　　　　　　　　　　　　（374〉所によっても軽視されているわけではない。……（これまでの先例は全て
個々の事件の事実に着目して個別的な解決を図っているが、これらの中から
『公的正義』のpolicyに従った一般的なアプローチを抽出することも可能であ
る。すなわち、）陪審が公平な評決にいたることができない、あるいは、た
とえ陪審が有罪評決にいたることができるとしても上訴により常にその有
罪が破棄されることになっているような状況のもとで手続が打ち切られた
場合には、事実審裁判官は審理無効を宣告する裁量権を適切に行使したこ
ととなる。……検察側の操作（manipulation）に役立つ形で一定のルール
や最疵ある手続を理由に審理無効が宣告された場合には、全く別の問題が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（375）絡んでくることとなる（が、本件はそれに該当しない）。……評決前に審理
無効が宣告された場合には、危険が発生しているとの結論は、二重危険条
項が再審理を阻止するかどうかの調査の終点ではなくその起点となる。
…・・危険が発生している場合に限り、審理無効の宣告が『明白な必要性』
ないし『公的正義の目的』によって要請されていたのかどうかについての
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　　　　　　　　　　　　　（376）裁判所の判断が要求されるのである。……（本件における手続上の報疵は、
公平な評決や上訴によっても破棄されない有罪評決を阻止する可能性があっ
た。）……危険発生後に刑事手続を打切る事実審の判断は、軽々しく下さ
れてはならない。なぜなら、初めに選任された陪審によってその運命を決
定してもらう被告人の利益はそれ自体重大なものだからである。……加重
的な不利益が証明できない場合であっても、適切な司法運営という重要な
反対利益が存在しない場合には、被告人が二重の危険に基づく再訴の阻止
を訴えることは何ら妨げられない。・・…・しかし、審理無効の宣告によって
合理的な州のpolicyが実効1生をもち、せいぜい一方当事者の意思によっ
て覆され得るような評決にしか到達し得なかったであろう手続を打ち切る
ことになるような場合には、評決まで到達するという被告人の利益との関
係において、それに匹敵し、かつ等しく合法的な公的正義への要求がこれ
　　　　　　　（377〉を凌駕するのである。」
　　　　　　　　　　　（378）iv　United　States　v．1）initz（1976）
（i）事案の概要
　Nathan　G．Dinitz（以下X）は、LSDの販売及びその共謀等の事実で起
訴され、連邦地方裁判所（フロリダ北部地区）で審理を受けた。この審理
において、裁判所は、弁護人の一人が冒頭陳述において不適切な行動をし
たことを理由にこの者を排除した。これを承け、Xが審理無効を申し立
てた一検察側もこれに異議を申し立てなかった一ため、裁判所は審理無効
を宣告した。Xはその後弁護人を立てずに審理に臨んだが、結局、有罪
とされた。そこで、Xが連邦控訴裁判所（第5巡回区）に上訴したとこ
ろ、当該裁判所は、審理無効が明白な必要性に基づくものではない、した
がって二度目の審理は二重危険条項違反になるとして右有罪判決を破棄し
た。これに対し、検察側が上告したところ、連邦最高裁判所は以下のよう
な判断に基づき再審理が二重危険条項違反とはならないとして原判決を破
棄し、差し戻した。
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（ii）争点
　裁判所の弁護人排除を理由に被告人が審理無効を申し立て、これが認容
された後、被告人を同一の犯罪について再度審理することが二重危険条項
違反となるか
（iii）判決〔Stewart裁判官執筆による法廷意見より〕
　「（被告人の請求ないし同意なくして審理無効宣告がなされた場合に再審理が
許容されるか否かを判断する基準として、当裁判所は繰り返し「明白な必要性」
及び「公的正義の実現」という基準を用いてきている。）しかし、被告人の請
求に基づいて審理無効が宣告された場合にはこれとは異なる考慮が妥当す
る。……審理無効が職権で宣告された場合と、被告人の請求に基づきある
いはその同意のもとでこれが宣告された場合とを区別することは、二重危
険条項の保障と何ら矛盾するものではない。無罪を確保するという被告人
の期待が、裁判官ないし検察官の（手続上の）蝦疵によって侵害されるよ
うな状況におかれたとしても、被告人は『初めに選任された陪審に事件を
委ね、場合によっては、その無罪によってその時その場で訴訟を終結させ
る』ことを望むこともありうる。……当裁判所の先例によれば、被告人が
このようなルートを選択する権利は、職権による審理無効宣告の明白な必
要陸を示す状況がない場合でも存在するものと考えられている。しかし、
被告人が裁判官ないし検察官の（手続上の）報疵によって重大な不利益を
受ける場合には、最後まで審理を続け、初めに選任された陪審の評決を獲
得する利益はほとんどないということもありうる。被告人は合理的に考え
て、次のような結論にいたる可能性がある。つまり、そのような蝦疵ある
手続をそのまま継続すれば、有罪判決、さらにはそれに引き続く長期間に
及ぶ上訴、ひいては有罪破棄後の再訴追にさらされざるをえないという結
論である。このような状況においては、被告人の審理無効の請求は、二重
危険条項によって保障される利益一重複訴追によってもたらされる不安、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（379〉出費、遅滞（時間の空費）一と類似した目的を有することとなるのである。
　　（検察官や裁判官の手続上のi暇疵が存在する場合に被告人が自ら審理無効
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を請求することは、二重危険条項の保障の放棄を意味しない。）……二重の危
険の観点からここで重要であると考えられるのは、そうした蝦疵が生じた
場合に、その後の経過を被告人が主として支配できる地位にあること
　　　　　　　　　　　（380）（retainprimarycontrol）である。……二重危険条項は、被告人の審理無効
の請求を引き出し、それにより重複訴追に伴う重大な負担を負わせるとい
う意図に基づいてなされた検察側の行為から被告人を守るものである。右
条項は、『裁判官や検察官の害意ある行為（bad－faith　conduct）』……によ
って裁判所が『被告人を有罪とするためにより有利な機会を訴追者に与え
る目的で連続訴追を認めたり審理無効を宣告したりして被告人に苦痛を与
える』虞がある場合には、再審理を阻止する。……（しかし、本件におけ
る弁護人の排除決定）は、被上告人が審理無効を申し立てるように仕向け
る（goad）ために、あるいは被告人の無罪の期待を侵害するためになされ
　　　　　　　　（381）た害意ある行為ではない。」
　　　　　　　　　　　（382）v　Arizona　v．Washington（1978）
（i）事案の概要
　George　Washington，Jr．（以下X）は、謀殺の事実で起訴され、アリゾ
ナ州ピマ郡上位裁判所（superior　court）で審理を受けたが、検察側がX
側に有利な証拠を秘匿していた（withheld）ことを理由に再審理（new
tria1）がなされることとなった。この再審理において、冒頭陳述の中で弁
護人が検察側の右秘匿行為に触れたことを理由に検察側が審理無効を申し
立てたのを承け、裁判官は特に明白な必要性や他のとりうる手段への配慮
等を明示することなくこれを認容した。Xは、アリゾナ州最高裁判所が
上訴を棄却したのを承け、人身保護令状を求めて連邦地方裁判所（アリゾ
ナ地区）に訴え出たところ、右裁判所はこれを認容した。これに対し、検
察側が連邦控訴裁判所（第9巡回区）に上訴したが、右裁判所はこれを棄
却した。そこで、検察側がさらに上告したところ、連邦最高裁判所は以下
のような判断に基づき原判決を破棄した。
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（ii）争点
　弁護人の発言が陪審に偏見を与えた可能性があるとの理由で検察官の申
立に基づき審理無効が宣告された後、被告人を同一の犯罪につき再度審理
することが二重危険条項に違反するか
（iii）判決〔Stevens裁判官執筆による法廷意見より〕
　「（二重の危険という憲法上の保障は無罪後の再審理を禁止する。）刑事裁判
の終局性という公益が極めて強力であるため、無罪とされた被告人は、た
とえその『無罪がひどく誤った理由によるもの』であったとしても、再度
審理されることはないのである。……憲法は、被告人の無実がいったん終
局裁判によって確認された場合には二度目の審理は不公正であると明確に
推定する。……一定の裁判が終局的となるより前に危険は発生するため、
憲法上の保障は被告人の『特定の裁判体によって審理を完結してもらう貴
重な権利』をも包含する。この『貴重な権利』が憲法上保障されるべき理
由は、繰り返し述べるに値するものである。初めの審理が完結しなかった
としても、再度訴追することは極めて不公正なのである。再訴追は被告人
の金銭的・精神的負担を増大させ、犯罪に対する訴追が未解決であること
によって生ずるスティグマの期間を長期化し、ひいては無実の被告人が有
罪とされてしまう危険を拡大することさえある。被告人に対するそうした
不公正の虞は、審理がその完結前に打ち切られた場合には常に存在する。
そこで、一般的には、検察官は被告人を審理にさらす機会を一回一に限り
一付与されることとなる。……（有罪判決や無罪判決の場合と異なり、手続
打切の場合には自動的に再訴追が禁止されるわけではない。）審理完結前の陪
審解散を要請する状況は様々であり、こうした状況が常に被告人に不公正
な帰結をもたらすわけでもないため、特定の裁判所によって審理を完結し
てもらうという被告人の貴重な権利は、公平な陪審に対し検察側の証拠を
提示する一回の完全で公正な機会を検察官に与えるという公益に道を譲ら
なければならない場合もある。ただ、この被告人の権利の重要性、そして
いかなる審理無効の場合においてもその権利の侵害が不可避であることか
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らすると、検察官は、二重の危険によって再訴追が阻止されることを回避
するには、審理無効を正当化する（立証する）責任を負わねばならない。
この（立証）責任は重いものである。検察官は、被告人の異議にもかかわ
らず審理無効が宣告された場合には常にその『明白な必要性』を証明しな
ければならない。……（ここでの『必要性』は文字通りの意味に解釈される
べきではなく、）当裁判所は必要性にも程度（degree）があり、審理無効が
適切であると結論付けるためには（その程度が）『高度』でなければならな
　　　（3鴎）
いと考える。……（『高度』の必要性に達していたかどうかという問題につい
ては、簡単に解決できる場合とそうでない場合とがある。検察官がその立証を
補強するために審理無効を請求する場合がその一方の例であり、）さらに、審
理無効の理由が、検察側の重要証拠の提出不能や、検察官が被告人に対し
これを苦しめるため、ないし戦術的に優位に立つために自らの資源面での
優位を活用しようとしていると目されることにある場合には、最も厳格な
基準が妥当する。……（他方、純粋な陪審評決不成立（hung　jury）のような
場合には、先例上例外なく再審理が許容されてきた。これは前出の公益への配
慮に基づくものでもあるが、それにとどまらない。このような場面においては、
事実審裁判官に広範な裁量権を行使させる強い理由がある。）一方において、
評議の続行により公正な評決が得られる可能性がある場合に裁判官が陪審
を解散してしまうことは被告人の『特定の裁判体に審理を完結してもらう
貴重な権利』を剥奪することになる。他方において、評議が長引き、その
消耗度が高まった段階にいたってもなお陪審が評決に到達し得ない場合
に、裁判官がこれを解散させないことになれば、陪審員全員の判断ではな
くその状況に内在する各種のプレッシャーが評決を決定してしまう危険が
ある。審理無効の『必要性』についての上級審の見解が事実審裁判官の見
解とは異なる場合に常に被告人の再審理が阻止されるとすれば、自己の誤
った判断がもたらす重大な社会的帰結を熟知した事実審裁判官が、陪審の
膠着状態を強制的な手段を用いて打開しようとするだろう。こうしたルー
ルは、正当な判決（判決の正当性）という公益を侵害する。したがって、
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審理無効を宣告するという事実審裁判官の判断については、それを審査す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（謝）る裁判所はこれを大いに尊重しなければならない。……　（本件事案におい
てどの程度までの偏見が生じたかは計測することができないし、審理を進めた
上で説示によりその偏見を解消させるよう裁判所が努めることもできたであろ
う。しかし、）公平な（evenhanded）司法運営という優越的利益は、本件に
おける弁護人の不適切な発言によって陪審員の公平性が害された可能性が
あるとする事実審裁判官の評価に当裁判所が最大の敬意を払うべきことを
　　　　　　（385）
要請するのである。……（上級審が事実審裁判官のこうした判断を尊重すべ
き理由は、以下のような点にある。）陪審選任手続の段階において事実審裁
判官は陪審員を見、その発言を聞いていた。審理の対象となっている事件
の背景や証拠に最も通じている裁判官も彼である。彼は弁論の調子を一ま
さにそれがなされている瞬間に一耳にし、陪審員の外見上の反応をも観察
していた。要するに、彼こそが当該判断に関連する要素に最も通じている
のであって、それを審査する裁判所がいかなるものであれ、彼以上にそれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（3肪）に通じているということはできないのである。一・…（本件のような場合に
事実審裁判官の判断が大いに尊重されなければならないと結論付けることで、
審査が終了するわけではない。審査にあたる裁判所は、被告人の貴重な権利が
守られるよう、）審理無効を宣告するにあたり事実審裁判官が『健全なる裁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3槻）量権』を行使したとの確信を得なければならない。……（審理無効の宣告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3路）の際に、明白な必要性の認定が明示されることは必要でない）。」
　　　　　　　　　（389）vi　Oregon　v．】Kennedy　（1982〉
（i）事案の概要
　Bruce　A．Kemedy（以下X）は、窃盗の事実で起訴され、オレゴン州
裁判所において審理を受けた。Xは、検察官が再主尋問において証人に
対し「あなたが被告人と取引をしなかったのは彼が盗人（crook）だから
ですか」と質問したことにより陪審に予断を与えたとして審理無効を申し
立て、裁判所もこれを認容した。その後オレゴン州マルトノマ（Mult一
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nomah）郡巡回裁判所における再審理に際し、Xは二重の危険を理由に公
訴棄却を申し立てたが、裁判所は、検察官が被告人をして審理無効を申し
立てさせることを意図していなかったとしてこれを却下し、審理の末X
を有罪とした。一方、Xの控訴を受けたオレゴン州控訴裁判所は、検察
官の行為に行き過ぎ（overreaching）があったとして前審の判決を棄却し
た。これに対し、検察側が上告したところ、連邦最高裁判所は以下のよう
な判断に基づき原判決を破棄し、差し戻した。
（ii）争点
　検察官の不適切な発言を理由に被告人が審理無効を請求し、これが認容
された場合に、被告人を同一の犯罪について再度審理することは二重危険
条項に違反するか
（iii）判決〔Rehnquist裁判官執筆による法廷意見より〕
　「（被告人の申立により審理無効が宣告された場合に後の再訴追が許されるか
否かを判定する基準については、当裁判所の判例は必ずしもはっきりと（with
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（390）crystal　clarity）示してきたわけではない。Z）づ％珈において、当裁判所は検
察官の意図のみならず害意ある行為・嫌がらせ（苦痛harassment）という
言葉でこれを表現したが、これは判断基準としては検察官の意図のみを基
準とするものよりも広いものを示唆しているようにも見える。）意図のみ
を基準とするものに較べ、例外をより多く認める比較的一般的な基準の難
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（391）点は、その適用の基準が全く示されない点にある。・・…・一方、検察官の意
図を審査する基準は一確かに実際上の難点が全くないとはいえないが一適
用の点では扱いやすい基準である。この基準は裁判所に一定の事実認定を
求めているにすぎない。客観的な事実と状況から意図の存在または不存在
を推認する過程は、わが国の刑事司法制度においても馴染み深いものであ
る。二重の危険の問題に対する州裁判所による解決は州の司法体系のみな
らず一人身保護手続を通じて一連邦の司法体系においても審査されうるの
であるから、容易に適用できる法理が望ましいことは明らかである。・…・
したがって、嫌がらせないし行き過ぎ（overre＆ching）と目される検察官
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の行為は、被告人の申立による審理無効を正当化するには十分である場合
でも、二重危険条項によって認められた保障を覆す意図が検察官の側にな
い限り、被告人の再審理を阻止するものではない。……（オレゴン州控訴
裁判所が採用したような一般的な基準を採用することによって）被告人が利益
を受けるかどうかは明らかでない。（この基準を前提にするならば、）第一審
の裁判長は、被告人の審理無効申立を認容すると必ず二重の危険に基づい
て二度目の審理を阻止しようとする試みがなされることになることを熟知
しているため、被告人の審理無効の申立を認容することに今よりも消極的
になるだろう。もちろん、関係法規によって審理無効が正当化される場合
には、多くの場合、その同じ理由に基づいて被告人は有罪判決に対して効
果的に上訴することができる。そしてそれが成功した場合には二重危険条
項は再審理を阻止しないのである。しかし、二重危険条項によって被告人
に保障された利益一不安の長期化からの保護、検察側（の立証）と対峙し
なければならないのが一度だけであること一は、この審理の完結、評決、
上訴による有罪破棄とそれに引き続いて行われる再審理という過程におい
　　　　　　　　　　　　　　（392）て大幅に損なわれることとなるだろう。……（先例の中には、ここで述べた
基準よりも広い基準を採用しているかに見えるものもあるが、それはこの争点
に関する議論の混乱を示している。この法廷意見は、被告人が審理無効を申し
立てた場合には常に後の再審理が許容されるという画一的な（flat）ルールを
宣言するものではない。）しかし、本法廷意見は、次のことをはっきりと
判示するものである。すなわち、自らの申立により審理無効を宣告された
被告人が、二度目の審理の試みに対し二重の危険による阻止を主張するこ
とができるのは、その認容された審理無効申立の原因となった行為が被告
人に審理無効を申し立てさせる意図に基づいてなされた場合に限定される
　　　　　　（393）
ということである。」
〔Stevens裁判官執筆による反対意見より〕
　「二重危険条項は刑事手続における一被告人に利益な一終局性という憲
法上のpolicyを示している。……被告人の終局性の利益は終局裁判に限
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局されるものではない。被告人はその有罪無罪につき一回の手続で決着を
つけさせる利益をも有している。この利益が、陪審に対して証拠を提示す
る一回の完全かつ公正な機会を検察官に付与するという公益と比較衡量さ
れ（balanced）なければならない。審理無効の事案に関する当裁判所の先
例もこのように被告人の二重の危険による利益と合法的な検察側の利益と
を衡量してきた。……この利益衡量は、審理無効後の再訴追の許容性を律
する二つのルールに反映されている。これらのいずれが適用されるべきか
を決定する際によりどころとされるのは、当初の手続が何らかの手落ちに
より実質的に蝦疵あるものとなった場合に、その後の経過を支配できる地
位にあったかどうかである。（……一つのルールは、被告人の異議にもかかわ
らず審理無効が宣言された場合には再審理が原則として禁止されるというルー
ルである。この場合には、『明白な必要性』がある場合に限りその例外が認めら
れる。もう一つは、被告人自身による審理無効申立ないしその同意があれば再
訴追は原則として許容されるというルールである。この後者の）一般原則に対
する例外は、検察官が審理無効を誘発する意図を有している場合や、『行
き過ぎ』ないし『嫌がらせ』の行為に出る場合である。前者の明白な必要
性による例外について立証責任を負うのは検察官であり、後者の行き過ぎ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3蟹）による例外について立証責任を負うのは被告人である。…・一（法廷意見は、
後者のルールを検察官の審理無効を誘発する意図のみを基準とすべきであると
して限定するが、これには賛成できない。）……被告人が、一定の検察官の巧
妙な不正行為が審理無効を誘発する意図一単に被告人に不利益を及ぼす意
図とは区別される一に基づいていたことを証明しうると考えることは不可
能に近い。……（さらに、この基準によると、被告人の二重の危険による利益
が実体判決を獲得するという公益を凌駕するその他の場合をも例外として取り
込んでしまうことになる。例えば、）検察官が、有罪を得られないまでも、
被告人を刑事手続による苦痛、出費、試練におくことに関心を持っている
場合や……有罪を獲得するには十分である一けれども、その有罪の破棄を
基礎付けるにはいたらない一不公正な偏見を審理に持ち込むような場合が
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ある。後者の行き過ぎ事例は、法廷意見の基準の範囲外にあることにな
る。なぜなら、理論的には、ここでの検察官の意図は有罪を獲得する意図
であって、審理無効を誘発する意図ではないからである。……（『行き過
ぎ』の例外を認定するには、）重大な検察側の不正行為によって、手続きの
継続ないし打切りについての被告人の選択が無意味となってしまっている
　　　　　　　　　　　　　　　　（395）ことを裁判所が納得するだけでよいのである。……それが必要とされるよ
うな極限的な事例が持ち上がった際に適用できるよう、行き過ぎないし嫌
　　　　　　　　　　　　　（3胎）がらせの例外も残しておくべきである。」
　（6）手続打切り後の再訴追と二重の危険（II）
　　一Dismissalによる手続打切りの場合一
　Dismissa1後の再訴追の許容性に関する判例については、1971年の改正
　　　（397）刑事上訴法の影響もあり、特に1970年代に大きな動きが見られた。ここで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（398）は特に四聡o％、形勉伽s、L66、S6傭を取り上げたい。
　　　　　　　　　　（399）i　United　States　v．Wilson（1975〉
（i〉事案の概要
George　J．Wilson，Jr．（以下X）は、組合（連邦）基金（union　fund）の
横領という連邦法違反の事実で起訴され、連邦地方裁判所（ペンシルベニ
ア東部地区）で審理を受けた。陪審はXに有罪の評決を下したが、Xは犯
罪発生から起訴までの間の遅延により不利益が生じたことを理由に公訴棄
却を求める評決後申立（postverdict　motion）をなした。裁判所はこれを認
容し、公訴を棄却した。これに対し、検察側が連邦控訴裁判所（第3巡回
区）に控訴したところ、控訴審は第一審の公訴棄却判決が実質上は無罪判
決と考えられること、無罪判決に対する検察官上訴は二重危険条項により
禁止されていることを理由に控訴を棄却した。そこで、検察側がさらに上
告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき原判決を破棄
し、差し戻した。
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（ii）争点
　公訴棄却を求める評決後申立に基づき公訴棄却が命じられた場合、検察
官がこれに対して上訴することは二重危険条項に違反するか
（iii）判決〔Marshal1裁判官執筆による法廷意見より〕
　「［二重の危険の歴史について最高裁判所の先例や法学者の見解等を引
きつつ検討した後、次のように述べる］かくして、コモンロー上の起源か
ら今日までの二重危険条項の発展経過は、次のことを示唆している。すな
わち、二重危険条項が禁止しているのは重複訴追による脅威であって、検
察官上訴ではない一少なくとも検察官上訴が後の新たな審理を伴わない場
　　　　　　　　　　　　　（姻）　　　　　　（4D1〉合はそうである一ということである。……（ん召膨によって宣言された二
重危険条項の三つの保障を基礎付ける利益は極めて類似している）・…・・被告人
がいったん特定の犯罪につき有罪とされ処罰された場合に、同一の犯罪に
ついて被告人が再び審理にさらされ、刑の宣告を受けることは、公正の原
則および終局性の原則によって禁止される。……被告人がいったん無罪と
　　　　　　　　　（402〉された場合には、（G紹6ηで示された理由により、）国家が繰り返し被告人を
有罪としようと試みることは禁止される。……重複審理を避けるという
policyは極めて重要なものとされているため、それに対する例外は当裁
判所によっては限定的にしか認められてこなかった。……（すなわち、有
罪判決に対する被告人の上訴の場合や、明白な必要性ないし公的正義の実現と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（如3〉いう要件が充足された際の審理無効宣告の場合である）……。
　これとは対照的に、重複処罰の脅威も連続訴追の脅威もない場合には、
二重危険条項の侵害はない。……（当裁判所は被告人に不利益な評決が下さ
れた後に判決抑止命令が出された場合には、これに対する検察官上訴を許容し
てきた）……このような場合には、上訴審で原判決が破棄されても従前の
陪審評決が再度宣告されるだけであるから、こうした命令の審査は何ら重
複訴追禁止のpolicyに抵触しないのである。……（この理は有罪判決が上
訴審において破棄された場合にも妥当する）……被告人が評決後に自己に有
利な法律事項に関する判断を受けた場合に、単にその判断の主体が地方裁
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判所の裁判官であったか控訴裁判所の裁判官であったかによって、あるい
は地方裁判所の裁判官がその判断を下すにあだり、ある程度まで公判で提
出された証拠に依拠していたかどうかによって、適用されるルールが異な
ってくると考えるべき理由は存在しない。確かに、法律事項に関しかつ被
告人を免責することを内容とする判断を（上級審が）審査することによっ
て、明らかに有罪判決の可能性は増大し、被告人は出費や不安の継続する
状態に置かれることとなる。しかし、被告人を新たな事実審理者（trier　of
facts）の面前における二度目の審理にさらすことなくそれが是正されうる
のであれば、被告人はその法律上の蝦疵から利益を受けることを法的に主
　　　　　　　　（姻）張することはできない。……（危険が継続することを理由に、無罪評決後で
あれ、法律上の蝦疵に基づく判断に対しては検察官上訴が許容されると主張さ
れることもあるが、これには賛成できない。）……検察側にそのような広範な
上訴権を認めるならば、被告人が有罪であることにつき、一つの事実審理
者の説得に失敗した後、二つめの事実審理者の説得にかかることを許容す
ることとなる。また、このことは、二度目の立証を補強するべく検察官が
初回の立証における弱点を見直すことをも許容することとなる。これはさ
らに、無罪評決の終局性という被告人の法的利益を侵害することにもな
る。しかし、こうした利益は、事実審裁判官による評決後の法律事項に関
する判断の場合には妥当しない。その段階における法律上の蝦疵の是正に
より検察官が新たな審理（の機会）を得るものではないし、被告人が重複
訴追に伝統的に伴うとされてきた苦痛にさらされるわけでもない。したが
って、当裁判所の結論は、ある審理体によって有罪評決が下された後に裁
判官が被告人に有利な裁判を言い渡した場合には、検察官はこれに対して
上訴することができ、これは二重危険条項に違反しないということで
（船5）
ある。」
　　　　　　　　　　　（如6）ii　Unite且States　v．Jenkins（1975）
（i〉事案の概要
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　Ronald　S．Jenkins（以下X）は、故意に兵役を拒否したとの事実で起訴
され、連邦地方裁判所（ニューヨーク東部地区）で非陪審審理を受けた。
裁判所は、事実認定と法律上の結論を示した書面を記録させた（filed）上
で、公訴の棄却を命じ、被告人を放免した。これに対し、検察側が連邦控
訴裁判所（第2巡回区）に上訴したところ、控訴審は二重危険条項がさら
なる訴追を禁止しているとしてこれを棄却した。そこで、検察側がさらに
上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき原判決を維
持した。
（ii）争点
　公訴棄却および被告人放免を命じる第一審裁判所の裁判一法律事項に基
づくのか事実事項に基づくのかは不明一に対して検察官が上訴することが
二重危険条項に違反するか
（iii）判決〔Rehnquist裁判官執筆による法廷意見より〕
　「二重危険条項はその規定上何ら陪審裁判と非陪審裁判を区別していな
いのであるから、右条項によって示される原則は、裁判官によって審理が
なされる事案についても適用される。・・…・裁判官による一般的有罪認定
（general　finding　of　guilt）は、陪審の有罪評決と同視されうる。……陪審
裁判の場合には、陪審の有罪評決と法律問題に対する裁判所の裁定との区
別は容易に見て取れる。これに対し、非陪審裁判においては、裁判官がこ
れら二っの役割を併せ持っている結果、一般的『無罪』認定は、事実に関
する被告人に有利な判断を根拠とする場合もあれば、法律問題に対する被
告人に有利な解決に基づく場合もあるということになる。検察ないし被告
人の請求により、あるいは職権で事実審裁判所が個別的事実認定を記録上
明らかにしてあれば、それらの認定を精査することによって、裁判所が一
正しい法的基準に基づき有罪を認定するのに必要とされる全ての事実問題
について、被告人に不利な判断を下しているにもかかわらず一法律上の解
釈の誤りによって『無罪』認定を下したものなのかどうかを（上訴審が）
　　　　　　　　　　（姫）判断できる場合もあるだろう。……（しかし、本件においては、第一審裁判
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所が上記いずれの判断に基づいて被告人の公訴を棄却し、彼を放免することに
なったのかは記録上明らかではない。〉……本件においては、被告人を放免
する決定が出されているが、それが事実問題についての検察側に不利な解
決であったのかどうかは、当裁判所は確信をもって断定することができな
い。しかし、二重危険条項の目的からすれば一従って（改正刑事上訴法）
に基づく検察側の上訴の可否の点からしても一次のようなことが分かれば
十分なのである。すなわち、上訴審において第一審の判断が破棄され差し
戻された場合には、公訴の対象となった犯罪の要素に関わる事実問題を解
決するために、何らかの手続がさらに必要となるということが分かれば足
りるのである。差戻審において地方裁判所が新たな証拠を取調べることが
ないとしても、補足的な認定をすることは必要となろう。この裁判は、有
罪という結論が出る可能性があったにせよ、もはや被上告人に有利な形で
終了してしまっている。この段階で被上告人を右のようなさらなる手続に
　　　　　　　　　　　　　　（菊8）さらすことは、二重危険条項に違反する。」
　　　　　　　　　（姻）iii　：Lee　v．Unite礎States（1977〉
（i）事案の概要
　Phillip　J．Lee（以下X）は、連邦法（吸収犯罪法Assimilative　Crimes
Act）及び州法上の窃盗の事実で（略式）起訴され、連邦地方裁判所（イン
ディアナ北部地区）で非陪審審理を受けた。Xの弁護人は検察側の冒頭陳
述後、右起訴が州法上窃盗を構成するのに必要とされる要素を全て掲げて
いないとして公訴棄却を申し立てた。裁判所は暫定的に（tentatively）こ
れを却下したが、その後証拠調べが終了した段階で犯罪事実の告知が不十
分であるとして公訴を棄却した。Xは後に同一の犯罪につきあらためて
起訴され、同一の裁判所において審理を受け、有罪とされた。これに対
し、Xが二度目の訴追が二重危険条項違反であるとして連邦控訴裁判所
（第7巡回区）に上訴したところ、控訴審がこれを棄却した。そこで、さら
に上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき原審の判
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断を維持した。
（ii）争点
　起訴状の報疵を理由として公訴が棄却された後、同一の犯罪にっき被告
人を再度審理することが二重危険条項に違反するか
（iii）　判決〔Powe11裁判官執筆による法廷意見より〕
　「（一般的有罪認定（general　finding　of　gui1t）を含まない被告人に有利な裁
判が下され、これに対する検察側の上訴が効を奏した場合には起訴された犯罪
の構成要素に関わる事実問題を解決するためにさらなる事実審理が必要となる
ときは、二重危険条項により二度目の審理および右上訴が禁止されるという
　（姻a）彦嘘初sで示されたルールは、第一審）裁判所がその裁判に『公訴棄却』と
いうレッテルを貼るか『審理無効宣告』というレッテルを貼るかを重視し
ているわけではない。決定的に重要なのは、その裁判所の命令が起訴され
た犯罪についての被告人に対する訴追そのものの終結を予定（contem－
plate）しているかどうかという問題である。（この点、）審理無効の裁判は
常に再訴追と両立するような理由に基づいて言い渡される……が、公訴棄
却の場合は必ずしもそうではない。審理の途中で下された公訴棄却の裁判
が、その当否にかかわらず、単純にその起訴された犯罪につき被告人を有
罪とすることができないという理由に基づいて下された場合には、二重危
険条項によりさらなる訴追は禁止されるというのが漁嬬初sで確立された
　　　　（410）
ところである。
　本件においては、Leeに対する当初の手続が彼に有利に打ち切られたと
はいえない。本件公訴棄却は（本件起訴事実たる）二つの財布の窃盗につ
きLeeを訴追する、ないし有罪とすることは一いついかなる時点におい
ても（never）一できないと）・う裁判所の判断に基づくものではなかった。
むしろ、地方裁判所は被告人を有罪とする唯一の障害が略式起訴の記載が
不適切である（improperly　drawn）点にあることを強調しているのであ
る。この蝦疵は、審理無効をもたらす他の検察ないし裁判所の側の蝦疵と
同様一二重危険条項の禁止に抵触することなく一被告人をあらためて訴追
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することによって是正され得るものである。そして、（第一審）裁判所が
本件において公訴棄却の申立を認容したのも、まさにそのような二度目の
訴追を予定してのことであることは、ほぼ疑いようのないところであろ
う。要するに、本件で地方裁判所が下した命令は、その機能の点からいえ
ば審理無効宣告と何ら異なるところがない（indistinguishable）のである。
　本件事案のもとにおいて、（名目上の）公訴棄却と審理無効との区別は
何らの意義をも有しておらず、すでに確立されている審理無効宣告後の再
訴追の許否に関する二重の危険の原則がここでも適用される、というのが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（411）当裁判所の結論である。……（本件においても動％ぬで述べられたルールが
適用される）……検察官の起訴状作成上の蝦疵は、せいぜい過失行為であ
って、被告人だけでなく検察側にも等しく不利益なものであった。そして
裁判所が被告人の（公訴棄却）申立について熟慮するために証拠調べを延
期するとの判断をしなかったことは、到底裁判所の害意（badfaith）を証
明するものではない。これはまた、その申立がぎりぎりのタイミングでな
されたことや、弁護人が手続の延期を請求したり、毅疵ある起訴に基づい
ては危険に置かれないということが上告人にとっていかに重要であるかを
裁判所に印象付けようとしたりしなかったことなどに照らすと、極めて合
　　　　（412）
理的であった。」
　　　　　　　　　　（413）iv　United　States　v．Scott（1978）
（i）事案の概要
　JohnA．Scott（以下X）は、薬物販売の三つの訴因につき起訴され、連
邦地方裁判所（ミシガン西部地区）で審理を受けた。Xは、起訴前の遅延
により彼の防禦に不利益が生じたことを理由に、審理が開始される前に一
度、さらに審理中に二度、右三訴因のうちの二つについて公訴の棄却を求
める申立をなした。裁判所は証拠調べが終了した段階でこれを認容し、右
二訴因につき公訴を棄却した。これに対し、検察側が連邦控訴裁判所（第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（414）6巡回区）に上訴したところ、右裁判所はノ吻伽sにより更なる訴追が禁
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止されることを理由に控訴を棄却した。そこで、検察側がさらに上告した
ところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき原審の判断を破棄
し、差し戻した。
（ii）争点
　被告人の申立による起訴前の遅延を理由とする公訴棄却に対し検察側が
上訴することは二重危険条項に違反するか
（iii）判決〔Rehnquist裁判官執筆による法廷意見より〕
　「（二重の危険の法理は）無罪に特別の重要性を認める。無罪後に二度目
の審理を許容することは、たとえその無罪が誤りであったとしても、検察
側がその資源の面における圧倒的優位を利用して被告人を消耗させ、『無
実であるにもかかわらず被告人が有罪とされてしまう』受忍し難いほどに
高度の危険を提示するのである。……（一方、被告人が上訴により有罪破棄
を獲得した場合に彼を再度審理することは、）二重危険条項によって禁止され
るべき検察（政府）による圧制（govemmental　oppression）を示す行為で
　（415）
はない。……二重危険条項の当初の目的は終局裁判の完全性をまもること
であったが、……罪責の有無に関する終局的な裁判が下されていない場合
に、当裁判所は右の目的と関連するがこれとは一応独立した被告人の利益
一重複訴追を避けるという利益一を守るための一連の法理を開発してき
た。この利益が問題となるのは、次の二種類の状況においてである。すな
わち、事実審裁判官が審理無効を宣告した場合、および事実審裁判官が事
実に基づく有罪・無罪とは関係のない事由に基づいて被告人に有利に手続
　　　　　　　　（416）を打ち切った場合である。……（後者の場合には、）その申立を認容するこ
とは、その手続きがその時その場で被告人に有利に打ち切られることを意
味する。訴追側がそのような判断に対して手続の再開を求めるためには、
通常は、上訴によって右事実審の判断の破棄を求めなければならない。
……本件においては、地方裁判所の起訴状の第一訴因についての公訴棄却
は、起訴前の手続の遅延を理由とするものであり、検察が被告人の有罪を
証明する十分な証拠を提出しなかったという裁判所の結論に基づいていた
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（417）わけではなかった。……（このような場合でも乃吻郷に従えば再訴追は禁止
されることになる）……しかし、当裁判所が近年多くの検察官上訴を経験
したことは、（最近の二重危険条項に関する判断に照らして）形嘘初sの理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（418）　　　　　（419）付けを見直さねばならないことを我々に確信させた。……（0膨％で述べ
られたところは、その事案においては完全に適切であったと思われるが、被告
人が二度目の訴追に責任がある場合にはこの原理は妥当しないと考えられる。）
　・・検察がその資源と権限を駆使して個人を有罪とするために訴追を繰り
返すことが許されるべきでないということは確かである。これが正しいこ
とは、二重危険条項によって保障される核心部に位置するコモン・ロー上
の三種の抗弁一前の無罪、前の有罪、恩赦の各抗弁一によって示されてい
る。……しかし、そうした状況は、検察としては最初に選任された陪審の
面前で被告人を有罪と証明するために証拠を提出して行くつもりであった
のに対し、被告人が有罪・無罪に関係のない事由に基づいて審理の打切り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（420）を選択したという本件の状況とはかけ離れている。……起訴前の手続の遅
延に基づく公訴棄却は、被告人が刑事責任を負うとしても一定の憲法違反
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（421）を理由にその処罰が許されないということを示す法的判断である。……
（このような場合には検察官上訴が許されるべきであるが、その理由としては放
棄の理論は採用しない。）……二重危険条項は、検察による圧政から被告人
を守るために存在しており、被告人をその任意の選択によってもたらされ
　　　　　　　　　　　　（⑳る帰結から開放するものではない。……（本件においても被告人の申立によ
り審理無効が宣告された場合の再訴追の可否に関する議論が妥当する。）……以
上のことからすると、力飽h初sにおいて、当裁判所は『特定の裁判体によ
って審理を完結してもらう被告人の貴重な権利』の概念を強調しすぎたも
のと考えられる。当裁判所は、被告人の有罪無罪の判断が裁判官ないし陪
審に求められる前の段階において、被告人が自ら審理の打切りを求める場
合には、その申立が認容された際にその裁判に対して検察官が上訴するこ
とは刑事上訴法§3731によって阻止されるものではない旨を判示する。
　…（確かに先例拘束性の法理は重大であるが、）本件においては、『経験に
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よる教訓』が、被告人の請求により審理の途中で下された公訴棄却に対し
て検察官が上訴することは、被告人が『無実であるにもかかわらず有罪と
される可能性を増大させる』ことなく、一人一人の被告人が正当な実体判
決を受けることを保障するという公益を大きく促進させることを示してい
るのである。……ゆえに、（当裁判所は）これに反するノi6嬬初sの判示を
　（423）（覗4）
変更する。」
　（7）無罪判決後の再訴追と二重の危険
　起訴状にi暇疵があった場合でも、いったん無罪評決が出されたならば、
　　　　　　　　　　　　　（425）それは終局的（fina1）であるとする．励ll原則は、新たな時代に入っても踏
襲された。ただ、裁判官による無罪判決へのこの原則の適用の可否につい
ては、争いがあった。ここでは、Eoηg　FoO、〃1碗初L初6％S吻砂Cα、
　　　　　　　（426）S磁の吻を取り上げる。
　　　　　　　　　　　（⑳i　Fong　Foo　v．United　States（1962）
（i〉事案の概要
　Fong　Fooとその所属するStandard　Coil　Products　Co．および被用者一
名（以下Xら）は、一定の連邦機関の所掌事項に関わる事実を秘匿した、
およびそれを共謀したとの事実で起訴され、連邦地方裁判所（マサチュー
セッツ地区）において陪審審理を受けていた。ところが、4人目の検察側
証人が証言している最中に、担当裁判官は、陪審に対して無罪評決を出す
よう指示し、その評決にしたがって各被告人に無罪判決を下した。検察官
が不正な行為を行った、それまでに取り調べられた検察側証人の証言に信
用性がなかったというのがその理由であった。国側はこれを不服とし、職
務執行令状を求めて連邦控訴裁判所（第1巡回区）に提訴した。右控訴裁
判所は、本件の事情の下では事実審裁判所には無罪評決を指示する権限が
ないことを理由にこれを認容し、再度審理するよう命じた。そこで、X
らが上告したところ、連邦最高裁判所は、以下のように述べ、原審の判断
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を破棄した。
（ii）争点
　本件の事情の下で、控訴審が事実審での無罪判決を取り消し、Xらを
再度審理するよう命じたことは、二重の危険に反するか。
（iii）判決〔裁判所意見（per　curiam　opinion）より〕
　「上告人らは、有効な起訴に基づき、上告人らと公訴事実について裁判
権を有する連邦裁判所による事実審理を受けた。判決前に審理が打ち切ら
れたわけではない……。各上告人に対する無罪という終局判決によって審
理が終了したのである。本件無罪はひどく誤った根拠（egregiously　erro－
neous　foundation）に基づいていると連邦控訴裁判所が考える理由も確か
にあった。しかし、そうだとしても、『無罪評決は終局的であって審査の
対象となるものではなく、……（これを審査することは、上告人らを）必然
的に二度危険にさらすこととなり、それによって必然的に憲法に違反する
　　　（428）（429）
ことにも；なる』。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（430）ii　United　States　v．Martin：Linen　Supply　Co．（1977）
（i）　事案の概要
　Martin　Linen　Supply　Co．及び同業会社一社（以下Xら）と両会社社長
（president）William　B．Troyは、裁判所侮辱の事実で起訴され、連邦地
方裁判所（テキサス西部地区）で陪審審理を受けた。評議の末、陪審は
Troyに対して無罪の評決を出したが、Xらについては評決に到達するこ
とができなかった（deadlocked）。これを承け、裁判所は陪審を解散し、
さらにXらの連邦刑事訴訟規則（以下「規則」）29条（c）に基づく無罪判
決申立を認容して無罪判決を言渡した。これに対し、検察側が連邦控訴裁
判所（第5巡回区）に上訴したどころ、改正刑事上訴法上、右無罪判決に
対する上訴は認められていないとして右控訴審はこれを棄却した。そこ
で、検察側がさらに上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断
に基づき原審の判断を維持した（なお、本件にも陪審の評決不成立に基づく
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mistrialの場合に関する二重危険のルールが適用されるべきであるとするBur・
　　　　　　（娼1）
ger長官の反対意見がある）。
（ii）争点
　規則29条（c）に基づく無罪判決に対する検察官上訴が改正刑事上訴法§
3731及び二重危険条項に違反するか。
（iii〉判決〔Breman裁判官執筆による法廷意見より〕
　「（いかなる形であれ無罪評決を後に審査することは、常に二重危険条項に違
反する）というルールこそは、恐らく二重の危険の法理の歴史においても
っとも基本的なルールとされてきたところであろう。・…・・当裁判所は、
（娼2）　　　　（433）
BαllやF碗8FoOなどの先例を適用するにあたり、何をもって『無罪
（acquitta1）』とするかは、裁判官の行為の形式によって決まるわけではな
いことを強調してきた。……当裁判所が決定しなければならないのは、む
しろ、ある裁判官の裁定が、いかなる形式で下されたものであれ、また、
それが正しいかどうかはともかくとして、起訴された犯罪の事実に関わる
要素の一部ないし全部に対する解決を実際に示しているものであるかどう
かなのである。・…一本件の無罪判決が形式のみならず実質の点においても
右『無罪』に該当することは、疑う余地もない。……地方裁判所が検察側
の証拠を評価し、有罪を証明するには法的に不十分であると判断したのは
　　　　（⑳明らかである。……二重危険条項の保障の発動に関する限り、規則29条は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（娼5）裁判を下した主体が陪審か裁判所かで法的な区別を設けていない。」
　　　　　　　　　　　　（娼6〉iii　Sanabria　v．United　States　（1978）
（i）事案の概要
　Thomas　Sanabria（以下X）他数名は、ナンバーズ賭博及び競馬賭博に
よるマサチューセッツ州法及び連邦法違反の事実で起訴され、連邦地方裁
判所（マサチューセッツ地区）で審理を受けた。Xは、検察側立証が終了
した段階で、ナンバーズ賭博は起訴状に掲げられた法規では禁止されてい
ない以上検察側はこの点について証明できていないとして、無罪判決申立
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をなした。裁判所はこれを却下したが、X側の立証が終了した段階でX
側の証拠排除申立を認容して、ナンバーズ賭博に関する全ての証拠を排除
した。そこで、Xはさらに、自分が競馬賭博に関係していたとの証拠は
ないとして無罪判決の申立をなし、裁判所はこれを認容して無罪判決を言
渡した。これに対し、検察側が連邦控訴裁判所（第1巡回区）に上訴した
ところ、右裁判所は右判決を破棄し、差し戻した。そこで、Xが上告し
たところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づ’き原審の判断を破棄
した。
（ii）争点
　毅疵ある証拠排除決定に基づく無罪判決に対して検察官が上訴すること
は二重危険条項に違反するとともに改正刑事上訴法§3731に違反するか
（iii〉判決〔Marsha11裁判官執筆による法廷意見より〕
　「訴追を終了させる裁判所の決定がいかなる二重の危険による帰結をも
たらすかを判断するに際し、その決定の形式が実質に優位することがあっ
てはならないことは確かだが、……事実審裁判所によって下された命令の
　　　　　　　　　　　　　　　　（431）形式を完全に無視してしまうのも適当でない。……本件事実審における起
訴状の解釈は誤っていたと推定せざるを得ない。……しかし、証拠の許容
性を決定するための起訴状の解釈が誤っていた場合に、それが全て『公訴
棄却』とみなされるわけではない。本件地方裁判所は、必要な犯罪要素が
訴因に掲げられていないと判断したのではなく、……記載された犯罪の範
囲が一定の証拠の許容を保障するには狭すぎると判断したのである。この
限りにおいて、当裁判所は右地方裁判所の判断が蝦疵ある証拠上の判断で
あり、それにより証拠不十分を理由とする無罪判決が下されたものである
と考える。そしてこの無罪判決は、いかに誤ったものであれ、右訴因に含
まれる全ての点についてさらなる訴追を阻止し、従って事実審における澱
　　　　　　　　　　　　　　　　　（438）疵の上級審による審査をも阻止するのである。……（検察側は被告人が二
重危険条項による保障を放棄しているというが、）ナンバーズ賭博に関する証
拠が誤って排除されたにせよ、その判断に基づく無罪判決は終局的であ
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り、上級審による審査の対象とはならない。改正刑事上訴法§3731も二重
危険条項も、被告人に有利な形で刑事裁判を終結させるような、検察側に
不利な全ての裁判所の決定一ほとんどが被告人の申立による一について検
察側が救済を求めるのを認めるものではない。……被告人が審理中になし
た（midtria1）申立に基づいて自己に有利な形で事実審が誤った判断を下
した結果無罪判決が下された場合に、常に被告人が二重危険条項による保
障を放棄したものであると判示するならば、わが国の刑事司法制度を支え
る対審理念はその効力を弱められ、……修正第5条によって確立されてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（439）る基本的な権利の一つが損なわれることとなろう。」
　（8）有罪判決後の再訴追と二重の危険（1）
　　　一上級審における有罪破棄一
　有罪判決破棄後の再訴追と二重の危険に関しては、1957年以降も多くの
（鰯）
判決が出され、重要な変化も看取される。ここでは、0名6醜，7漉o．
B館s，丁励sを紹介する。
　　　　　　　　　　　（袈1）i　　Green　v。United　States　（1957）
（i〉事案の概要
　Everette　D．Green（以下X）は、連邦地方裁判所（コロンビア特別区）
において、放火及び第1級謀殺一放火の実行によって女性を死亡させた一
の二つの訴因につき審理を受けた。陪審は、後者の訴因について裁判所が
第1級および第2級謀殺の両方について説示したのを受け、特に第1級謀
殺については触れることなく、放火と第2級謀殺でXを有罪とする評決
を出した。第2級謀殺についてXが控訴したところ、連邦控訴裁判所
（コロンビア特別区）は第一審判決を破棄し、再審理を命じた。当初の起訴
に対する再審理の結果、Xは第1級謀殺で有罪とされ、死刑判決を受け
た。これを不服としてXが控訴したが、控訴審は全員法廷（en　banc）を
経てこれを維持一3名は反対一したため、Xが上告した。これに対し、
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連邦最高裁判所は暗黙の無罪（1mplicit　acquitta1）の法理に基づき、被告
人の有罪判決を破棄し、差し戻した。
（ii）争点
　被告人控訴により、第1級謀殺罪の訴因に対する第2級謀殺での有罪判
決が控訴審で破棄された場合、第1級謀殺について再審理（new　tria1）を
することは二重の危険に反するか
（iii）判決〔Black裁判官執筆による法廷意見より〕
　「Greenは初めの公判（tria1）において第1級謀殺で有罪とされ処罰さ
れる直接の危険にさらされた。彼はその（第1級謀殺の）起訴事実につい
て強制的に試練にさらされ（run　the　gantlet）たが、陪審は彼を有罪とす
るのを拒んだ。Greenを第1級謀殺で有罪とするか、または第2級謀殺で
有罪とするかという選択権を与えられた陪審は、後者を選択したのであ
る。この場合には、わが国の判例の大多数は、この陪審の評決を第1級謀
殺の起訴についての暗黙の無罪評決（蔓mplicit　aquittal）とみなしてきてい
る。ただ、右結論は、陪審が何らかの理由でGreenを第1級謀殺の起訴
につき無罪と判断したという一当裁判所が適法なものと考える一推測にの
み支えられているわけではない。本件においては、陪審はその（第1級謀
殺の）点については明示の評決を示すことなく一またGreenの同意を得
ることなく一任を解かれたものだからである。しかし、右陪審はその点に
っいての評決を下す完全な機会を与えられたのであり、しかもその評決を
下すのを妨げる特別な事情が出現したわけでもなかったのである。したが
って、すでに確立されている前の危険の原則によれば、陪審が解任された
段階で第1級謀殺についてのGreenの危険が終結した以上、Greenがも
はや当該犯罪について再審理に付されえないことは明確であるように思わ
れる。一・以上を要するに、当裁判所は、前の危険の目的に沿って考える
ならば、陪審が・『陪審は、被告人を第1級謀殺について無罪と判断し、第
2級謀殺につき有罪と判断する』と明示した評決を下した場合と本件とで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（必2）は何ら扱いを異にすることはないと確信するものである。……（検察側は
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Greenが第2級謀殺についての有罪に対し上訴することで第1級謀殺に関する
憲法上の抗弁を放棄したと主張する。）当裁判所は矛盾をはらむこの主張を
認めることができない。『放棄』というのは法律上一良きにつけ悪しきに
っけ一様々な目的で用いられる曖昧な用語である。ただ、通常の感覚から
すれば、これは、任意に、かつ知悉して一定の権利を手放す何らかの行為
を意味する。……第2級謀殺で有罪とされ長期の拘禁刑を宣告された者
が、小なる（被包含）犯罪についての誤った有罪判決の破棄を求めること
により、第1級謀殺についての憲法上の前の危険の抗弁を投げ打つことを
『選択する』というのは、全くの擬制である。つまるところ、彼にとって
有意義な選択肢は何ら存在しないのである。また、Ho㎞es裁判官が
　　（必3〉
κの彫7……で示したように、『通常は、そのような放棄を表現したり考え
たりすることはない。また、合衆国憲法の明示の条項によって守られるほ
どに重要とされている他の権利を放棄しない限り、被告人が法的に重大な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（姐）蝦疵の是正を受けられないなどということは想像すらできない。』……
（長期拘禁刑を命じる蝦疵ある有罪判決の破棄ともう一方の重大な犯罪について
の再訴追からの二重危険条項による保護を物々交換の取引に置かねばならない
とすれば、）そのような『選択』に迫られた被告人は、有罪破棄を獲得す
ることにより『大きな賭け』に出ることになる。法は被告人をそうした信
じがたいジレンマに置くべきでないし、当裁判所の判断によれば、実際に
置いてもいない。ある犯罪での有罪判決に対する上訴を、前の危険の抗弁
の強制的放棄を条件にしてのみ認めることは、二重の危険による憲法上の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（騒5）禁止と明白に対立する没収（forfeiture）を強いることとなる。一・
　　（輪）
（71z協oの判示はそこでの事実関係にのみ適用される）……（Holmes裁判官
が〉説得的に（effectively）示したように、『放棄論』は全く根拠がなく、
弁護の余地がない。……同一の犯罪につき二度以上危険に置かれないとい
う権利は、わが国の社会における重要な防御手段（safeguard）である。
これは、多大な犠牲を払ってようやく獲得されたものであり、今後も極め
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（翼7）て価値あるものとして尊重されなければならない。」
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　　　　　　　　　　（螂）ii　United　States　v．Tateo（1964）
（i〉事案の概要
　Rocco　Tateo（以下X）は、銀行強盗の共謀及び実行に関連する五訴因
につき起訴され、連邦地方裁判所（ニューヨーク南部地区）で審理を受け
た。Xは裁判所の脅迫的な説得及び弁護人の強引な助言に従い有罪答弁
をした結果、22年6ヶ月の拘禁刑に処せられることとなった。ところが、
この後の手続において、右有罪答弁の任意性に問題があることを理由に
Xが提出した有罪破棄及び再審理の申立が認容され、同一の犯罪に対す
る新たな公訴も棄却された。これに対し、検察側が直接連邦最高裁判所に
上告したところ、連邦最高裁判所は以下のような判断に基づき原審の判断
を破棄し、差し戻した。
（ii）争点
　有罪判決が手続上の澱疵を理由に破棄された後に被告人を再度審理する
ことは二重危険条項に違反するか
（iii）　判決〔｝Iarlan裁判官執筆による法廷意見より〕
　「わが国の憲法学において十分確立されていると考えられるのは、（二
重危険条項）は、手続上の蝦疵に起因する有罪判決が上訴により取り消さ
れた（set　aside）場合に国家が被告人を再度審理することを禁止していな
いという原則である。…一・（このような）再審理を許容する理由について
はさまざまな考え方が提示されているが……（これまで用いられてきた）
……抽象的な理由付けよりも重要性が高いと思われるのが、健全な司法運
営を志向する原則からの要請である。すなわち、公正な裁判を受ける被告
人の権利に対応するものとして、そのような審理の末に有罪であることが
明らかになった者には刑罰を科すという公益がある。有罪という結論にい
たる過程において、破棄事由となるに十分な手続上の暇疵が存在した場合
に常に被告人が刑の免除を受けるとすれば、社会がこうむる犠牲は大きす
ぎるであろう。また、被告人の利益という見地からしても、もし有罪破棄
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によって被告人がさらなる訴追の対象とならなくなることを上訴審が認識
していれば、当該上訴審が公判ないし公判前段階における毅疵によって導
かれる帰結から被告人を守るのに一少なくとも今ほど一積極的になるとは
思われない。したがって、現実的には再審理を行うことは公益のみならず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（必9〉被告人の利益にも資することになるのである。」
以上第4回
（348a）Benton　v．Maryland，395U．S。784（1969）．
（349〉危険の発生時期について言及したものとしては、ほかに、同一の事実が二つの
郡裁判所に起訴されている場合であっても審判を併合しないことを認めている州法
の合憲性に関するWillhauck　v．Flanagan，448U．S．1323（1980）、公訴棄却を求
める公判前申立が認容された後の検察官上訴の場合に関するUnited　States　v．
Blue，384U．S．251（1966）、さらに、大陪審手続を繰り返すことが二重の危険とな
るかという点に関するUnited　States　v．Williams，504U。S．36（1992）などがあ
る。
（350）420U．S。377（1975）．なお、本件の詳細は、以下のとおりである。
　David　Emery　Serfass（以下X）は、兵役のための出頭義務に違反したとの事実
に基づき起訴され、連邦地方裁判所（ペンシルベニア中部地区）において審理を受
けることとなり、陪審審理を要請し、公判期日の日程が決定された。しかし、陪審
選定手続が開始されるより前にXは公判前申立により公訴棄却を請求し、右申立
の適否を決する審理のため公判を延期するよう求めたところ、右地裁はこれを認容
　し、審理の末、公訴棄却を命じた。これに対し検察官が上訴し、連邦控訴裁判所
（第3巡回区）はこれを認め、右命令を破棄した。そこで、Xが右検察官上訴は二
重危険条項違反となること等を理由に上告したところ、連邦最高裁判所は、①X
が陪審裁判を受ける権利を放棄していない、②その結果地裁にはXの有罪・無罪
を決する権限がない、③よってXは（法律上権限を有する）事実審理者の面前に
おける審理にさらされていない、④ゆえに危険が発生していないとして、原判決を
維持した。
（351）厄at388．
（352）
（3留）
（3斑）
（355）
（356）
（357）
Zl4　at390－391．
ノ1鳳　at391－392．
437U．S．28（1978）．
厄at32．
Z4」at36－38．
North　Carolina　v．Pearce，395U．S．711，717（1969）は、二重危険条項が保障
するものとして、①無罪後の再訴追の禁止、②有罪後の再訴追の禁止、③重複処罰
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の禁止を掲げる。ただ、手続打切り後の再訴追の場合などにおいても二重危険条項
の適用は問題となることは判例上も認められている。そこで、以下の箇所において
は、手続打切り後の再訴追、無罪後の再訴追、有罪後の再訴追、重複処罰の禁止と
いう順序で判例を紹介し、そのあとで、二重の危険が問題となるその他の特殊な場
面（非刑事手続・処分、州・連邦による連続訴追の場合など）について言及するこ
　ととする。
（358）以下においては、「再訴追」を再起訴・上訴・再審理（new　trial，retrial）を
含む概念として用いる。
（359）United　States　v．Perez，22U．S．（9Wheat．）579（1824）．
（360）今日では手続打切りの理由に応じて適用される二重の危険のルールに違いが生
ずるものとされていることに鑑み、以下では原則として手続打切りが審理無効
　（mistria1）によるものであった場合と、公訴棄却（dismissa1）によるものであっ
た場合とに分けて論ずることとする。なお、この区別が常にcontro11ingではない
　ことを指摘するものとして、Lee　v．United　States，432U．S．23（1977）参照。
　　また、以下では従前の日本語文献の例に倣いDism霊ssa1を「公訴棄却」と訳出す
　るが、厳密には、これはわが国の刑事訴訟法（338条・339条）で規定される「公訴
棄却」とは若干異なる。
（361）ほかに、職権による審理無効宣告の場合に関するGori　v．United　States，367
　U．S．364（1961）；United　States　v．Tateo，377U．S．463（1964）；Richardson　v．
United　States，468U．S．317（1984）、被告人の申立による審理無効宣告の場合に
関するDivans　v．Califomia，439U．S．1367（1978）などがある。なお、上記
昭oh伽爵o％は、証拠不十分を理由とする有罪破棄に関するUnited　States　v．
Burks，437U．S．1（1978）で示されたルールと評決不成立の場合に妥当するルー
ルが相互に矛盾しないと考えられる理由として、「二重危険条項の保障がその文言
上、無罪のように、初めの危険を終結させる一定の事態（event）が生じた場合に
　のみ適用されること」を掲げ、「陪審が評決に到達し得ないことは危険を終結させ
　る事態ではない」とする。さらに、右B％挽sは「評決不成立が無罪と同視される
　ものであることを判示したのではな」い以上、被告人の初めの事実審における検察
側証拠の十分性のいかんにかかわらず、その再審理を妨げる有効な二重の危険の主
　張はなしえない旨を判示した。擢oh伽4so％，468U．S．，at325－326．
（362）　372U，S．734（1963〉．
）））））））?【」??????? ??｛Comero　v．United　States，48F．2d．69（9th　Cir．1931）．
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Po卿π％吻，372U．S．，at736－739．
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ノb7％．400U．S．，at484－485．
1ヒ乳　at　486－487．
410U．S．462（1973）．
1；41at463．
11以　at464．
∫1威　at467－468．
11鳳　at471．
424U。S．600　（1976）．
11以　at607－608．
ノ4．at609．
∠菰at611．
434U．S．497（1978）．
ノヒ云　at503－506．
1ヒ11at507－510．
厄．at511．
1141at513－514．
配．at514．
Zld　at516－517．
456U．S．667（1982）．
United　States　v．Dillitz，424U．S．600（1976〉。
κ6卿z6吻，456U．S．，at673－674．
ノ4．at675－677．
1と3」at679．
∠4at681－684　（Stevens，J．，dissenting）．
五孤　at687－689。
11鳳at691．
1971Criminal　Appeals　Act，18U．S．C．§3731は、検察官上訴につき、以下の
　ように規定する（本稿に関連する箇所のみ）。「刑事事件においては、合衆国による
控訴は、一つないし複数の訴因について正式ないし略式起訴を棄却する地方裁判所
の判決、決定、命令（decision，judgement，order）に対し、控訴裁判所にこれを
申し立てることができるものとする。ただし、合衆国憲法の二重危険条項がさらな
　る訴追を禁止している場合には、右控訴を提起することはできない。」
　　なお、この改正の契機の一つとなったものとして、Un三ted　States　v・Sisson，399
　U．S．267（1970）．
（398）ほかに、非陪審裁判において裁判官による事実認定がなされた後に証拠排除の
申立が認容された事案につき、後掲曜游o％を適用したUnited　States　v．Mo卜
　rison，429U．S．1　（1976）；United　States　v．Rose，429U．S．5　（1976）；United
アメリカ合衆国における二重の危険の発展過程（4）（小島） 123
States　v．Kopp，429U．S．121（1976）、審理無効宣告後再審理前に公訴棄却の申立
が認容された事例に関するUnited　Statesv．Sanford，429U．S．14（1976）、略式起
訴の記載が犯罪の摘示を欠いているとして起訴が棄却された場合についてノ伽葱郷
を適用したFinch　v．United　States，433U．S．676（1977）などがある。
（399）　420U．S．332（1975）．
（如0）砿at342．
（401）　395U　S．711　（1969）．
（402）　355U．S．184（1957）．
（403）　四茗lsoη，420U．S．，at342－344．
（404）厄at345．
（405）厄at352－353．
（406）　420U．S．358（1975）．
（407）厄at365－367．
（菊8）厄at369－370．
（409）　432U．S．23　（1977）．
（409a）　United　States　v．Jenkins，420U．S．358（1975）．
（410〉　L鶴432U．S．，at30，
（411〉　United　States　v．Dinitz，424U．S．600（1976）．
（412）　L％432U．S．，at34．
（413）　437U．S．82（1978）．
（414）　United　States　v．Jenkins，420U．S．358（1975）．
（415）　Soo劫437U．S．，at91．
（416）厄atg1－92．
（417）　United　States　v．Jenkins，420U　S．358　（1975）．
（418）　Soo鵡437U．S．，at94－95．
（419）　Green　v．United　States，355U．S．184（1957）．
（420）　Soo彪437U．S．，at96．
（421）　　』4at　g8．
（422）厄．atg9．
（423）厄at100－101．
（424）なお、Breman裁判官執筆一White、Marshall、Stevens裁判官同調一の反
対意見は、法廷意見が「『無罪』と被告人の申立により『事実に基づく無実とは関
係のない』理由で下された『公訴棄却』とでは憲法上の重要性が異なる」としてい
る点に反対し、次のように述べる。「二重危険条項は、特定の被告人に有利な裁判
の終局性という利益を守るという効果をもたらすことはあるが、これは必ずしも右
条項の目的とするところではない。……右条項の目的は……一つの犯罪について被
告人を二度以上審理におくことに伴う苦痛と危険から彼を守ることにある。……二
重危険条項の様々なpolicyは次のことを命ずる。すなわち、検察側が被告人を有
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罪とするための一回の完全な機会を付与されること、そして被告人に有利な終局裁
判によって当初の手続が終了した場合には、いかなる形であれ再審理は禁止される
　ことである。無罪に関するルールは、このより大きな原則の一つの適用場面に過ぎ
　なレ、。」　∠4at　lO3－105．
（425）　United　States　v．Ball，163U．S．662（1896）．
（426）　ほかに、当該事案において下された判決抑止（arrest　of　judgment）の判断が
実質的には無罪判決であるなどとし、改正前の刑事上訴法にしたがって検察官上訴
が許されないとしたUnited　States　v．S五sson，399U．S．267（1970）、ライフル強盗
に関し、ピストルを使用した強盗であるとの起訴がなされ、州法によれば訴因の補
正が許されないため、裁判官によって無罪評決が指示され、無罪判決が出された後
にライフル強盗で改めて訴追された事案に関するDuncan　v．Temesee，405U。S。
127（1972）、（公訴棄却に類する）demurrerをacquitta1として取り扱うことを認
　めたSmalisv。Pemsylv歌nia，476U．S．140（1986）などがある。なお、Z）％％o伽
における裁判所意見は、当該事案において提示された二重の危険の問題が、州にお
ける固有の手続とあまりに密接に関連しているため、連邦最高裁で判断するには適
　しないとしてこの訴えを斥けたが、Breman裁判官執筆の反対意見は、「検察が、
起訴状における自ら犯した過誤を主張して終局評決を得ることが許され、さらに危
険がすでに発生していないとの理論で再び被告人を事実審理に付することが許され
るとすれば、被告人はまさに二重危険条項がその発生を回避しようとした危険にさ
　らされることとなる。……（同一行為基準によれば、本件は同一犯罪となる）……
多数意見が本件の争点に対する判断を示さなかったことには、理由がない。確か
に、本件事案においては、検察側としては、州法上、当初の起訴状を訂正するため
に利用できる簡易な手段を有しておらず、いったん審理を終結させて初めからやり
直す以外に方法がなかったかもしれない。ただ、もしそうだとすれば、それに対す
　る救済は、テネシー州の刑事手続を変更する点に存在するのであって、上告人に付
与された憲法上の保護を奪う点に存するのではない」（D観o伽，405U．S．，at131－
　133）としている。
（427）369U．S．141（1962）．なお、FongFooの所属会社が上告人となったStandard
CoilProductsCo．v．UnitedStatesについてもここであわせて判断された。
（428）　Q％o蕗％g戸o窺B厩4163U．S．，at671．
（429）厄at143．
（430）　430U。S。564　（1977）．
（431）　ノ泌at581－583　（Burger，C．J．，dissenting）．
（432）　United．States　v、B＆11，163U．S．662（1896）．
（433）　Fong　Foo　v．United　States，369U．S．141（1962）．
（434）　〃4ガ初五初6鋸，430U．S．，at571－572．
（435）駕．at573．
（436）　437U．S．54（1978）。
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（437）
（438）
（439）
（翼0）
厄at66．
Z泌at68－69．
∫拡at77－78．
ここで紹介するもののほか、有罪判決が控訴審で破棄された後、検察官上告に
基づき最高裁が控訴審判決牽破棄して差し戻すことを認め、再審理の場面で国側が
　あらゆる新証拠を提出して立証を補強することができるとしたUnited　States　v．
Shotwell　Manufacturing　Co．，355U．S．233（1957）、憲法違反（大陪審の構成に関
する平等条項違反）の手続によって得られた有罪判決が上訴審において破棄された
場合の被告人の再審理に関するEubanksv．Louisiana，356U．S．584（1958）、指示
無罪後の再審理宣告に関するFoman　v．United　States，361U．S．416（1960）、州
の二段階事実審手続（two　tieredsystem）に関するColtenv．Kentucky，407U．S．
104（1972）；Ludwig　v．Massachusetts，427U．S．618（1976）；Justices　of　Boston
Municipal　Court　v．Lydon，466U。S．294（1984）、陪審の一般有罪評決の後に下さ
れた有罪判決が、特定の証拠の許容が不適法であったとして破棄された後の再審理
　（new　trial）に関するAbney肱United　States，431U．S．651（1977）、破棄理由が
曖昧であった場合のβκ漉sルールの（不）適用に関するGreene　v．Massey，437U．
S．19（1978）、陪審の有罪評決後に証拠不十分を理由とする再審理（new　trial）申
立が州裁判所によって認容された場合に関するHudson　v．Louisiana，450U．S．
40（1981）、有罪判決破棄後の（死刑）量刑審理のやり直しに関するPoland　v．Ar－
izona，476U．S．147（1986）、起訴状の蝦疵に基づいて有罪が破棄された後の再審
理に関するMontana　v．Ha11，481U．S．400（1987）などがある。
　　なお、Sho伽6114砺ψo！％吻8の反対意見において、Black裁判官は、「法廷意
見は、国側が控訴審において失った有罪判決を維持するために新証拠を提出するこ
　とを許容している。これは技術的には二重の危険からの保障を侵害しないとして
　も、その精神に反するように思われる。……それどころか、いくつかの点において
は、さらにひどいものである。国側のみがこの一方的な再審理による利益を得る資
格を有し、被告人は既得のものを保持するためにのみ戦わなければならないのであ
　る。被告人がこのような細切れ訴追にさらされた事例はいまだかつて判例中で言及
　されたこともなく、見つかってもいない。」としている。S距0伽611銘碗吻伽7伽g，
　355U．S．，at250－251（Black，J．，dissenting〉．
（蜘　355U．S。184（1957）．なお、二重の危険を保障する目的について判示した箇所
　については、前掲四1（1）参照。
（必2）厄at190－191．
?????Kepner　v。United　States，195U．S．100（1904）。
厄at　I35（Holmes，J．，concurring）。
G紹ε％，355U。S．，at193－194．
Trono　v．United　States，199U．S．521（1905）．
0名687z，355U．S．，at197－198．
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（必8）
（必9）
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377U。S．463　（1964）．
ノ1以at465－466．
